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関西電力送配電株式会社との蓄電池を活用した​

新たな系統接続・設備形成手法に関する基本合意書締結のお知らせ 

当社は、2026年10月30日付で、関西電力送配電株式会社（以下「関西送配電」といいます。）と、蓄電池

を活用した新たな系統接続・設備形成手法について、実証に向けた検討を進めるための基本合意書（以下

「本基本合意書」といいます。）を締結しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．背景及び目的 

データセンターの新設等に伴う電力需要の増加や再生可能エネルギーの導入拡大により、系統接続

ニーズが高まっています。一方、系統の空き容量が不足する場合には、送配電設備の増強が必要となり、

接続までに長期間を要することがあります。 

本取組みは、蓄電池の充放電によって既存の送配電設備を有効活用し、新たな需要や電源の早期接続

と、設備増強の回避・繰延べによる設備投資の合理化を目指すものです。当社は、系統混雑の緩和への貢

献を通じて、系統増強のみに依らずに蓄電システムの導入を拡大する、新たな活用モデルの確立を目指し

ます。 

２．本基本合意書に基づく検討内容 

両社は、蓄電池事業者が所有・運営する蓄電池を、一般送配電事業者との契約に基づき、系統接続や

設備形成に活用する手法を検討します。系統の混雑が見込まれる時間帯に、一般送配電事業者があらか

じめ定める条件に従って蓄電池を充放電し、送配電設備を流れる電力を調整する仕組みです。 

具体的には、充放電条件・運用方法及び契約条件、蓄電池設備や制御・通信等のシステム要件、実証・

評価方法、役割分担及び実施体制等を検討します。 

当社は、蓄電システムの開発・製造から電力市場での運用・制御までを一貫して手がける立場から、充放

電の確実性をハードウェアと制御の両面で検証します。また、系統混雑の緩和に必要な条件を満たしなが

ら、それ以外の時間帯における電力市場での運用と両立できるかを確認する予定です。 
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３．実証の概要（予定） 

設置場所 大阪北部エリアの関西送配電の変電所構内 

設置設備 当社が所有・運営する系統用蓄電池 

想定出力・容量 約2,000kW・8,000kWh 

実証開始時期 2027年度（予定） 

主な検証内容 
あらかじめ定めた条件に従った蓄電池の運用の確実性、電力市場での運

用との両立及び設備増強に代わる手法としての適用可能性 

※実証場所、設備仕様、実証期間等の詳細は、今後の検討を通じて決定します。 

本実証では、系統混雑を想定した充放電運用を行います。配電用変電所の変圧器を対象とした設備増

強の回避・繰延べの可能性を検証し、接続までの期間短縮と設備投資の合理化につなげることを目指しま

す。 

４．相手先の概要 

（１）名称 関西電力送配電株式会社 

（２）所在地 大阪市北区中之島３丁目６番16号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　白銀 隆之 

（４）事業内容 一般送配電事業 等 

（５）資本金 400億円 

（６）設立年月日 2019年４月１日（2020年４月１日事業承継） 

（７）大株主及び持株比率 関西電力株式会社　100％ 

５．今後の見通し 

本取組みは実証に向けた検討段階にあり、具体的な実施条件等は今後の協議を通じて決定します。当

社は、本実証で得られる知見も生かし、他の電力エリアにおいても、一般送配電事業者との協調のもとで本

活用モデルが広く活用されるよう取り組んでまいります。 

本件による2026年12月期の連結業績予想への影響はありません。今後、開示すべき事項が生じた場合

には、速やかにお知らせいたします。 

以上 
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